
資料２－５ 

給与減額措置について 

 

１ 国の措置の概要（措置期間：平成 24年４月～平成 26年３月末） 

一般職給与法適用者 

（１）俸給月額 

① 本省課室長相当職員以上（指定職、行(一)10～７級） ▲ 9.77％ 

② 本省課長補佐・係長相当職員（行(一)６～３級）   ▲ 7.77％ 

③ 係員（行(一)２、１級）              ▲ 4.77％ 

その他の俸給表適用職員については、行(一)に準じた支給減額率 

（２）俸給の特別調整額（管理職手当）         一律▲10％ 

（３）期末手当及び勤勉手当              一律▲ 9.77％  など 

 

 

２ 国からの要請（平成 25 年１月 28日付け 総務大臣通知 抜粋） 

 また、各地方公共団体においては、これまでも自主的な給与削減措置や定員削減などの行財

政改革の取組が進められてきたところでありますが、一方で、東日本大震災を契機として防

災・減災事業に積極的に取り組むとともに、長引く景気の低迷を受け、一層の地域経済の活性

化を図ることが喫緊の課題となっています。 

こうした地域の課題に迅速かつ的確に対応するため、平成 25 年度における地方公務員の給

与については、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成 24 年法律第２号）

に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じ

て必要な措置を講ずるよう要請いたします。 

 

 

３ 平成 25 年度川崎市の普通交付税について 

 地方公務員給与費の臨時特例による地方交付税算定上の基準財政需要額への影響について

は、国が示した試算方法による給与費の約 25.5 億円の減、過去の行革努力を反映した「地域

の元気づくり推進費」の約 5.5 億円の増とを合わせて約 20 億円の減の影響があると考えられ

ます。 

 

 

４ 地方公共団体における給与減額措置の実施状況 

次頁参照（平成 25 年８月２日付け総務省報道発表資料 抜粋） 

 

 

５ 本市の状況 

８月２３日 給与の減額措置の実施について組合側に提案 
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